　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ⅱ　　結　果　の　概　要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　１　５人以上（第一種、第二種）結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

賃金～４年連続して減少した現金給与総額～

　平成１６年における調査産業計の１人平均月間現金給与総額は３２６，４７９円で　　前年比４．５％減となった。

　現金給与総額を定期給与と特別給与に分けてみると、定期給与は２６６，８５８円で　前年比３．６％減となり、特別給与は５９，６２１円で前年差５，２８７円減となった。

　また、定期給与のうち所定内給与は２４４，５１３円で前年比３．８％減となり、　　超過労働給与は２２，３４５円で前年差１４８円減となった。

　産業別に現金給与総額の動きを対前年比でみると、不動産業（１５．５％増）、運輸･通信業（２．１％増）、電気･ガス･水道業（０．８％増）では増加したが、卸売･小売業,飲食店（１２．８％減）、サービス業（５．６％減）、金融･保険業（３．４％減）、建設業（３．０％減）、製造業（１．７％減）では減少した。

　賃金の年平均の推移を名目賃金指数でみると、現金給与総額、定期給与、所定内給与　すべてで前年比減となっている。特に、現金給与総額は、４年連続して減少した。
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表 ２   賃金の推移（調査産業計）

（事業所規模５人以上）

  名目賃金指数   名目賃金指数   名目賃金指数  

(現金給与総額) (定期給与) (所定内給与)

％ ％ ％

平成１２年平均 100.0 0.7 100.0 0.9 100.0 0.2  

１３年 98.5 △ 1.5 97.9 △ 2.1 97.8 △ 2.2  

１４年 97.7 △ 0.8   98.7 0.8 98.2 0.4  

１５年 96.9 △ 0.8   97.7 △ 1.0 97.3 △ 0.9  

１６年 92.5 △ 4.5 94.2 △ 3.6 93.6 △ 3.8  

対前年比

年

対前年比 対前年比
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表 １   産業別賃金の動き

（事業所規模５人以上）

   

対前年

     

対前年

比

対前年比 対前年比

対前年差

差

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円 円

調 査 産 業 計 326,479

△ 4.5

266,858

△ 3.6

244,513

△ 3.8

22,345

-148

59,621

-5,287

調査産業計（＊） 323,616

△ 4.1

265,649

△ 3.6

241,051

△ 3.7

24,598

-677

57,967

-4,302

建 設 業 386,632

△ 3.0

334,489

△ 2.0

313,673

△ 4.2

20,816

7,109

52,143

-3,025

製 造 業 367,758

△ 1.7

295,739

△ 0.7

260,572

△ 0.2

35,167

-1,733

72,019

-4,649

電気・ガス・水道業

618,319

0.8

461,449

2.4

397,937

3.5

63,512

-994

156,870

-420

運 輸 ・ 通 信 業 329,531

2.1

271,993

△ 1.4

243,436

△ 0.6

28,557

-1,626

57,538

12,755

卸売・小売業，飲食店

218,184

△ 12.8

187,499

△ 12.1

180,151

△ 12.3

7,348

-538

30,685

-6,719

金 融 ・ 保 険 業 453,454

△ 3.4

348,222

△ 0.8

322,276

△ 1.5

25,946

2,375 105,232 -12,589

不 動 産 業 368,232

15.5

313,510

19.9

290,918

14.2

22,592

15,926

54,722

1,255

サ － ビ ス 業 334,632

△ 5.6

270,301

△ 3.5

254,373

△ 4.2

15,928

1,542

64,331

-8,269

 （注） 調査産業計（＊）はサービス業を除く調査産業計

特別給与

超過労働給与

計

現  金  給  与  総  額

計

所定内給与

定 期 給 与

産　　業


─ ４ ─

労働時間～減少した労働時間
　　　　　総実労働時間、所定内労働時間、所定外労働時間～

　平成１６年における調査産業計の１人平均月間総実労働時間は１５４．０時間で前年比２．４％減となった。

　総実労働時間を所定内労働時間と所定外労働時間に分けてみると、所定内労働時間は　１４２．２時間で前年比２．２％減となり、所定外労働時間は１１．８時間で前年比　　３．１％減となった。

　産業別に所定外労働時間の動きを対前年比でみると不動産業（４３．５％増）、建設業（３２．９％増）、電気･ガス･水道業（２７．５％増）、製造業（２．４％増）、サービス業（１．５％増）では増加したが、卸売･小売業,飲食店（２６．２％減）、運輸･通信業（１０．１％減）、金融･保険業（４．１％減）では減少した。

　出勤日数は、１９．６日で前年差０．３日減となった。
　労働時間の年平均の推移を指数でみると、所定外労働時間は、平成１２年の１００．０に対して平成１６年は１０５．５と増加したが、所定内労働時間が減少しているため、　総実労働時間としては減少している。
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表 ６   雇用の推移（調査産業計） （事業所規模５人以上）

 

常用雇用

 

パートタイム

入職率   離職率  

指数 比率

％ ％ ％ ポイント ％ ポイント

平成１１年平均 101.4 0.2 19.2 1.9 0.1 2.0 0.2

１２年 100.0 △ 1.4 21.1 1.9 0.0 2.2 0.2

１３年 100.0 0.0 22.9 1.9 0.0 2.0 △ 0.2

１４年 100.6 0.6 21.9 2.0 0.1 2.1 0.1

１５年 100.8 0.2 21.4 1.9 △ 0.1 1.9 △ 0.2

１６年 99.8 △ 1.0 25.1 2.2 0.3 2.3 0.4

年

対前年比

対前年差 対前年差
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表 ５   産業別雇用の動き

（事業所規模５人以上）

 

推   計

     

労働者数

対前年比

パート比率

対前年差

 対前年差

人 ％ ％ ％ ポイント ％ ポイント

調 査 産 業 計 1,303,222 △ 1.0 25.1 2.2 0.3 2.3 0.4

調査産業計（＊） 964,281 △ 1.8 24.3 2.1 0.4 2.3 0.4

建 設 業 70,482 △ 4.3 4.8 1.4 0.1 1.7 0.0

製 造 業 449,213 △ 1.6 13.0 1.5 0.2 1.6 0.2

電気・ガス・水道業

7,734 △ 10.4 1.1 1.7 △ 0.5 2.0 △ 0.6

運 輸 ・ 通 信 業 96,280 △ 0.8 14.1 2.3 0.3 1.8 △ 0.3

卸売・小売業，飲食店

301,194 △ 0.6 51.8 3.2 0.7 3.5 1.1

金 融 ・ 保 険 業 34,367 △ 5.3 8.0 2.0 0.1 2.1 △ 0.2

不 動 産 業 4,537 △ 5.4 12.5 3.1 1.3 2.8 0.1

サ － ビ ス 業 338,943 1.0 27.2 2.3 0.1 2.3 0.0

（注） 調査産業計（＊）はサービス業を除く調査産業計

産　　業 入職率 離職率


                                    ─ ５ ─
雇用～減少した常用労働者～

　平成１６年における調査産業計の常用労働者数は１，３０３，２２２人で、前年比　　　１．０％減と減少した。

　産業別に雇用の動きを対前年比でみると、サービス業（１．０％増）では増加したものの、電気･ガス･水道業（１０．４％減）、不動産業（５．４％減）、金融･保険業
（５．３％減）、建設業（４．３％減）、製造業（１．６％減）、運輸･通信業
（０．８％減）、卸売･小売業,飲食店（０．６％減）では減少した。

　調査産業計のパ－トタイム労働者比率は２５．１％、前年差３．７ポイント増となった。

　調査産業計の常用労働者の異動状況を労働異動率でみると、入職率は２．２％で前年差０．３ポイント増、離職率は２．３％で前年差０．４ポイント増となった。
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表 ３   産業別労働時間及び出勤日数の動き

（事業所規模５人以上）

総   実

 

所定内

 

所定外

   

労働時間

対前年比

労働時間

対前年比

労働時間

対前年比

対前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 154.0 △ 2.4 142.2 △ 2.2 11.8 △ 3.1

19.6

△ 0.3

調査産業計（＊） 156.6 △ 2.5 143.6 △ 2.3 13.0 △ 3.2 19.8 △ 0.3

建 設 業 170.1 0.9 159.2 △ 0.6 10.9 32.9 21.2 0.2

製 造 業 166.1 0.8 149.7 0.6 16.4 2.4 19.9 0.1

電気・ガス・水道業

159.4 4.0 144.0 1.6 15.4 27.5 19.2 0.6

運 輸 ・ 通 信 業 175.3 △ 3.2 151.7 △ 2.3 23.6 △ 10.1 20.7 △ 0.2

卸売・小売業，飲食店

133.6 △ 9.1 128.4 △ 8.3 5.2 △ 26.2 19.0 △ 1.3

金 融 ・ 保 険 業 150.5 △ 0.5 139.7 △ 0.2 10.8 △ 4.1 19.2 △ 0.1

不 動 産 業 174.9 3.3 158.6 1.2 16.3 43.5 21.4 1.1

サ － ビ ス 業 146.5 △ 1.3 138.1 △ 1.5 8.4 1.5 19.3 0.1

  （注） 調査産業計（＊）はサービス業を除く調査産業計

出勤日数 産　　業
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表 ４   労働時間指数の推移（調査産業計） （事業所規模５人以上）

  総実労働   所定内労働   所定外労働  

時間指数 時間指数 時間指数

％ ％ ％

平成１２年平均 100.0 1.4 100.0 0.6 100.0 13.1

１３年 99.1 △ 0.9 99.1 △ 0.9 99.9 △ 0.1

１４年 100.2 1.1 99.8 0.7   104.8 4.9

１５年 101.0 0.8 100.3 0.5   108.9 3.9  

１６年 98.6 △ 2.4 98.1 △ 2.2 105.5 △ 3.1  

年

対前年比 対前年比 対前年比


                                ─ ６ ─





















